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J 

信用論の構造(承前〉

一一日高普「商業信用と銀行信用」の検討を中心として一一

降旗節雄

4. r貸付資本という概念」

日高氏はまず『資本論』においてさまざまな意味をもって使われている「貸

付資本」という言葉を，一応一貫した概念内容において把握しようとすると

「貸付けられる資金J(r商業信用.n164頁〉 として理解するのがもっとも妥
当であると指摘したうえで，さらにこの「貸付資本J=r貸付けられる資金」

という理解の吟味にはいる。この検討における氏の結論は単純であって，さ

まざまな例においてマルクスが「貸付資本」という言葉で表現しているのは，

「実は資本ではなくて資金にほかならないJ(同， 165頁〉というにつきるひ

そして「貸付資本」が，資本ではなくて資金にすぎないとすれば， r産業資
本の蓄積」と違って「貸付資本の蓄積Jは「何ら蓄積でないJ(同， 168頁〉

し，またマルクスが景気循環の過程で「産業資本の運動」に対して「貸付資

本の運動」を説く場合も， rそれは資本と資金との関係であって，資本と資
本との関係ではないJ(同， 169頁〉ことになるというのである。

そしてこのような「貸付資本」が資本ではなくて資金だ，という氏の主張

の理由は次のようである。 r産業資本や金貸資本とちがって<貸付資本〉
にはく貸付資本家>というようなものは存在しない。産業資本にも金貸資本

にも，いやそればかりでなく商人資本にも商業資本にも銀行資本にも，それ

ぞれその人格化としての<家>があるのに，<貸付資本>だけに<貸付資本

家>がいないのはなぜか。それはく貸付資本>が位置変換するものであり，

したがって姿態変換する資本ではないからである。J(同， 171頁〉つまり，

同じ人間の手の中で姿態変換しつつ自己増殖する価値の運動体一一これが資
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本であるとすれば資本主義社会における「貸付資本」に対しては，独立した

「貸付資本家」は存在せず，したがって同一人の手中で「姿態変換する」と

はいえないから，これを「資本」とよぶわけにはいかないというのである。

マルクスはこのような資金を「貸付資本jとしたため， r貸付資本および産
業資本の InteressenJという言葉で，銀行資本と産業資本の「利害」を論

じ，結局かれは r<貸付資本>の概念で，資金と銀行資本というまったく異
なったこつの存在を，無差別に混同JC同， 173頁〉することになったと，氏

は批判するのである。

だが最も問題なのは，資金の商品化と資本の商品化とを厳密に区別した宇

野教授の所説においても，かかる『資本論』における「貸付資本」概念の混

乱がそのままうけつがれていることである，と日高民はその批判をつづけ

る。すなわち貨幣としての貨幣は資本家的生産様式を一般的基礎とし，いつ

でも資本に転化しうるものとして商品となり，利子はかかる商品の代価をな

すが，マルクスはこの関係をもって「資本は資本として商品となるJcr資』
⑩ 480頁:)のと同じことに帰着するとしていた。これに対して宇野教授は，

貨幣を商品として売る資本家一一Aーーは，これを買って G-W-G'とい

う価値増殖に利用する資本家-B一一ーに対して，資本を売っているわけで

はなく，資本自身はAの手ではG……G人 Bの手ではG-W-G'という運

動をなし， AからBに売られるのは貨幣の使用価値にほかならないことを明

らかにした。 c宇野『マルクス経済学原理論の研究』所収「資金論」参照〉
日高氏は，このように「資本と資金とのちがいを明確にしたのは何といって

も宇野氏の大きな功績のひとつである」が， rそれにもかかわらず……その
正しい考えを最後まで徹底し」えずに「原理論における貸付資本家の存在を

否定する理論を形成しながらも，<貸付資本>の概念を残したJcr商業信用』
178頁〉点に，宇野教授の信用論の欠陥が集中的にあらわれているとみるの

である。

では r<貸付資本>の概念を残した」ことは，宇野教授の信用論の展開に
対して具体的にどのような難点をもたらしたと日高氏は考えられるのであろ
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うか。まず氏は，宇野教授の「貨幣としての貨幣を資金として貸付けられる

関係」をもって「貸付資本の形成」仔原論，下j7頁〉とする見解に対し

て， [""貸し手も産業資本，借り手も産業資本であって，しかも貸付けられる

のはく貨幣としての貨幣を資金として>なのだから，産業資本どうしの聞の

資金の貸借関係をのべたものが，どうしてくこの貸付資本の形成>になるの

かわからないJcr商業信用j179頁〉 と批判される。さらに「この貸付資本
としてのG……G'は，単なる資本の流通形式と異なって，商人資本的形式
G-W-G'を基礎とし前提とするものではないJcr原論，下j232頁〉と
いう宇野教授の指摘に対して，日高氏は「銀行資本の形成されている社会に

おいては G・u ・..G'という運動がおとなわれているところは，預金者とし

ての産業資本でもあるし，また資金を産業資本に貸付ける銀行資本でもある

ということになろう」が， [""宇野氏はこのうちどちらを考えているのか，あ

るいは両方を考えているのか，どうもはっきりしないJcr商業信用j180頁〉
と疑念を表明される。そして「それは織物業者にとっては恰も銀行から貸付

資本を融通せられたのと同じ関係にあるJcr原論，下j275頁〉という叙述に
対しては， [""資金を融通されることをく貸付資本を融通せられる>と表現す

るかぎり，く貸付資本>とは位置変換するものであろう。それならどうして

資本であって資金ではないのか。貸付けられるものは資本ではなくて資金に

ほかならないことを明らかにした宇野氏の大きな功績は，ここに宇野氏自身

によって否定されたわけであるJcr商業信用j182頁〉と反論されるのであ
る。かくて臼高氏の宇野教授の「貸付資本」の規定に対する批判の結論は次

のようになる。宇野教授によると「く貸付資本>というのはくG……G'の
形式>のことであるらしいが，それは金貸資本形式とどうちがうのか。原理

論では金貸資本そのものはとりあっかいえなし、。とりあっかいうるのはその

形式だけであって，それはくG……G'>にほかならない。だがこれがく貸
付資本>の形式だということになると，金貸資本的形式とく貸付資本>の形

式とは同じなのかちがうのか。ちがうのだとしたらどこがちがうのであり，

同じだとしたら何のために<貸付資本>などという概念が必要なのであろう
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か。このひとことを除けば，宇野氏は<貸付資本>などという概念なしで，

商業信用と銀行信用……とをりっぱに展開してみせているが，それなら第一

節のく貸付資本と銀行資本>という題は不適当で、はないであろうか。J(同，

183頁〉

さて以上のような宇野教授の「貸付資本」の規定に対する日高氏の批判は

ほぼ次の三点に要約することができょう。

。)原理論の対象とする純粋な資本主義社会では， r貸付資本家」は存在
しなし、。「貸付資本家」がいない時， r貸付資本」はありえないであろうo何
故なら，資本とは，その所有者の手中で姿態変換しつつ増殖する価値の運動

体だからである。だから銀行信用を扱うさいには，資金が売買されていると

いえばよいのであって，それによって「貸付資本」が「形成」されたなどと

いう必要はない。

但) 実際また，宇野教授の「貸付資本」の概念は腹昧であって，この「貸

付資本」は「銀行に預金する産業資本のもとにある」のか， r産業資本に貸
付ける銀行資本のもとにある」のか，はっきりしない。

(3) そして「銀行から貸付資本を融通せられた」という表現が端的に示す

ように， 資金が融通されることと， r貸付資本」が融通されることとが同じ
に扱われ，資本と資金とを区別Lた宇野教授の方法的メリットが教授自身に

よって否定されてしまっている。これはもともと宇野教授の原理論体系にと

っては不用な「貸付資本」なる概念を，無反省に残したととに由来するもの

であり，この「貸付資本」なる概念を消去することによって，教授の信用論

ははじめて首尾一貫したものになる。

批判の核心は(1)にあり， (紛(3)はいわばこの(1)の系としてみちびかれる。し

たがってここでは(1)を中心にして検討することにしよう。たしかに純粋な資

本主義社会では利潤ではなく利子をもって満足する「貸付資本家」なるもの

は存在しえなし、。 しかしそれにもかかわらず， r貸付資本」は存在する。そ
してこの点こそが原理的な信用論において解決さるべき一つの基本的課題を

なすのである。「貸付資本家」が存在しないが故に「貸付資本」は存在しな
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い，というのは，実ははじめからこの信用論の根本問題を見落した見解とい

うべきである。産業資本家が自己の遊休貨幣資本を一定期間銀行に預金し

て，利子をえて払戻された時，あるいは銀行がその管理する資金を一定期間E

貸付けて，利子とともに返却された時，これらの貸付けられた貨幣は，産業

資本家自身，あるいは銀行自身にとっては，当然 G......G'の運動を展開し

たことになろう。とのような G……G'という運動体を日高氏は何とよばれ
るのだろうか。産業資本家同士の関係を基礎として，金貸資本形式をとって

運動する貨幣というほかないであろう。そして貸付資本とはまさにそれ以外

の何ものでもない。もちろんこれは，貨幣としての貨幣の一定期間の使用価

値が商品として売られ，その代価が支払われたということである。だがたん

なる商品の売買とちがって，このような貨幣の売買は，貨幣の貸付と返却と

いうかたちをとり，したがって貨幣は利子をともなって一定期間後に還流す

る運動体となる。利子は貨幣の商品としての代価であると同時に，運動体と

Lての資本の自己増殖分をなすのである。しかもこの資本一一利子という関

係は， G-W-G'における資本一一利潤という関係と比較して，自己増殖

する運動体という点ではより形式的に完成されている。資本一一利潤では，

ま，だ自己増殖といっても売買差額としていわゆる譲渡利潤の性格をもってい

るが，資本 利子の関係においては，均一な利子率をもって自己増殖する

運動体という形式が確立している。日高民が，銀行信用では資金の売買はあ

っても，それは「貸付資本」の「形成」を意味する日ものではないと主張され

るならば，この資金の売買における代価が「利子」とよばれることをも否定

するのでなくてはその論理は)貫しない。「利子」があるかぎり，利子によ

って自己増殖を実現する運動体があり，自己増殖する価値の運動体がある

かぎりこれを資本とよぶことは何としても否定できないのではないだろう

か。だから問題はむしろ，日高氏の設定とは逆に，純粋な資本主義社会では

独立した「貸付資本家」ないし「貨幣資本家」が存在してえないにもかかわ

らずG……G'という形式をもっ-1貸付資本」が成立するという，信用機構
の特殊性をいかに把揮するか，にかかっているのである。そしてそれは(訪の
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問題と関連することになる。つまりこの「貸付資本」は，一方では「銀行に

預金する産業資本のもとにある」のだが，同時にまた「産業資本に貸付ける

銀行資本のもとにある」ともいわざるをえないのである。産業資本のもとに

ある遊休貨幣資本が「貸付資本」の源泉であるが，産業資本はこの遊休貨幣

資本を直接他に貸付けるわけにはいかない。それは当面遊休しているとはい

え，その存在によって資本の循環が保証されているのであって，産業資本は

これをいつでもひきだせる預金という形式で銀行に預託する以外lこないので

ある。この遊休貨幣資本が，一定の期間資金として売買され他の産業資本の

資本力を強化するのに利用されるためには，かかる個別的産業資本の遊休貨

幣資本としての存在から一応切離され，銀行に集中されることによって，社

会的な遊休貨幣資本として独立した形態が与えられねばならない。「一般的

にいえば，銀行業者の事業は，……貸付可能な貨幣資本を自己の手に大量的

に集積し，したがって個々の貨幣貸手の代りに銀行業者がすべての貨幣貸手

の代表者として産業的および商業的資本家に対応することにある。かれらは

貨幣資本の一般的管理者となる。他面，かれらは，全商業世界に代って借り

ることにより，すべての貸手にたいし借手を集積する。銀行は，一面では貨

幣資本の一一貸手の一一集積を表示し，他面では借手の集積を表示する。」

cr資』⑩572頁〕というマルクスの指摘は，かかる事情に対してむけられた
ものである。資本主義社会においては，信用関係は，個別資本の遊休貨幣資

本の相互的利用としてしか存在しえず，したがって直接的な貨幣の貸付はあ

りえない。その意、味で「貸付資本家」なるものは存在しえない。しかし遊休

貨幣資本の相互的利用が，たんなる商業信用の基礎としてのそれではなく，

あらゆる資本家同士の聞でむすばれる社会的信用関係となるためには，商業

信用を前提としつつも，直接的な貨幣の貸付という形式をとらねばならな

い。との矛盾を解決するのが，銀行を媒介とした遊休貨幣資本の社会的集中

と，その手形割引による貸付という機構であって.ここに産業資本自身がそ

の遊休貨幣資本を貸付資本化する関係が，産業資本の預金一一払戻関係と，

銀行の貸付一一回収関係とに分離されながら実現されることになるのであ
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る。個別的には産業資本の手もとにある遊休貨幣資本が，預金と払戻しとい

う関係で貸付資本G……GIの形式を実現しつつ，同時にこの関係を基礎に
して，銀行にとってはその管理する社会的遊休貨幣資本が貸付資本G……GI
の運動を実現することになるのである。だから銀行を媒介とする信用関係に

おいては，同ーの貸付資本がいわば二重に表現されることになる。資本主義

社会では「貸付資本家」が存在しないことによって，かえって社会的遊休貨

幣資本を全面的に貸付資本化す機構が確立するのであって，銀行は，いわば

形式的な貸付資本家として，そのもとではじめて貨幣の貸付資本化が積極的

に実現され，実際の遊休貨幣資本所有者は預金という形式でいわば消極的に

その貸付資本化を達成しうるにすぎないD

これに対し(3)の問題はやや複雑である。といっても根本的には(1)，⑨)の貸

付資本の理解の延長線上において解決されうる問題である。つまり遊休貨幣

資本を銀行に預金する資本家，あ~るいはこの集中された遊休貨幣資本を貸付

ける銀行にとって， ζの貨幣はG……G'の運動を展開するものとして，貸付
資本である。だが同時に，この預金され，あるいは貸付けられる遊休貨幣資

本が，との社会における貸付可能な貨幣資本である。マルクスはこれを「貸

付可能な貨幣資本」とよび，簡単化して「貸付資本」という。〈例えば『資』

⑩700頁参照〉だからこの「貸付可能な貨幣資本」という意味での「貸付資

本」は，厳密には， G・M ・..G'の運動を展開する「貸付資本」とは区別され

ねばならぬというべきかもしれない。しかし両者は形式的には区別したとし

ても，実質的には同じ内容をもつことになるのである。

マルグスは『資本論』第二巻第三篇で，資本の再生産過程にともなつで形

成される貨幣蓄蔵の問題にふれながら，次のようにのべていた。拡大再生産

の過程では，貨幣形態での剰余価値の積立てがおこなわれ，これは「追加的

な新たな社会的富ではないが，その積立ての目的たる機能のゆえに，新たな

潜勢的貨幣資本をあらわす。」また固定資本の償却部分や価格変動準備金に

示されるような「新たな貨幣資本が剰余価値の漸次的貨幣化以外の方法でで

も生じうる。Jcr資』⑦648頁〉そして「信用業の内部でとれら一切の潜勢的
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資本が銀行などの干に集積されることによって， 自由にされうる資本・『貸

付けうる資本』・貨幣資本・となるとすれば， しかも， もはや受動的で未来

音楽的な貨幣資本にではなく，能動的 4利殖的な (wuchernd)貨幣資本と

なるとすれば，それこそ結構なことではある。j(同〉つまり資本の循環過程

において必然的に形成される遊休貨幣資本は，貨幣資本というその特殊形態

のゆえに，この資本循環から一応分離されても，それ自身で潜勢的資本をな

す。生産資本にしろ，商品資本にしろ，資本の循環過程と分離されればいか

なる意味においても資本たりえないということを考えれば，との貨幣資本の

特殊性は明白で、ある。もちろん遊休貨幣資本も，資本循環から完全に切離さ

れた場合には，tこんなる貨幣以外の何ものでもないが，それは価値の自立的

形態としての貨幣の特殊性のゆえに，資本循環から分離されても，一面では

との資本循環によって形成されつつ，他面ではとの資本の円滑な循環を保障

するものとして資本をなすのである。だからこの遊休貨幣資本は，銀行に集

中されることによって，それ自体「貸付けうる資本(verleinbaremKapital)j 

になるが，同時にそれはこの資本の所有者にとって，貨幣形態のままで増殖

する資本， rwucherndem GeldkapitaIjになる。 つまり銀行に集中された

社会的遊休貨幣資本は，それ自体で「貸付けう治資本」として「貸付資本」

であるとともに，その所有者一一実質的には預金者，形式的には銀行ーーに

とって， G……G'という増殖をなす貨幣資本， r利殖的な貨幣資本Jとして
「貸付資本」であり，両者は実は同じ「貨幣資本」の二側面にすぎないとい

うのである。

このようにみてくれば，日高氏が「概念誤用のさまざまな例」においてあ

げられているさまざまな用語， r貸付資本jr流通資本jr貨幣資本」などの

意味も確定しうることになろう。それは基本的には「貸付けうる貨幣資本」

を意味し，それゆえこれに対する貸借ないし需給，その移動を語りうるので

ある。日高氏が一括して資金とすべだとされる「貸付資本」はこれである。

ところがこの「資金」は同時に G……G'という運動形式をとる「貸付資本」
でもある。この「貸付資本」は日高氏の原論的カテゴリーから姿を消す。そ
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してそうなると資本主義社会では，利潤をうむものとしての現実資本に対し

て利子をうむものとしての貸付資本が対立し，終局的には産業資本それ自体

が利子をうむ資本として理念的完成形態をとらざるをえないということも解

明できなくなるのではなかろうか。ただこの「貸付資本」概念には， r資本
論』にあってはこ義的な意味がこめられており，宇野『原論』でも必ずしも

その点は整理しつくされてはおらないように思われる。その点になお考究さ

るべき問題のあるあことを指摘して次に進もう。

5. 利潤率均等化との関係

『資本論』では「信用制度は，利潤率の均等化を媒介するために，または，

全資本主義的生産の土台となっているとの均等化運動を媒介するために，必

然的に形成される」とされているが，この利潤率均等化の媒介を信用が具体

的にどのように実現するかについては明確にされていない。そして宇野教授

の『経済原論』でも，ーその利子論で「利潤率均等化の媒介物としての貸付資

本」が説かれているが，その内容には多くの疑点がある。日高氏はまずこの

ように，この問題に対する氏の基本的見解を提示されたうえで，その疑問の

内容を次の三点において具体的に明らかにされる。

すなわち『資本論』でも宇野『原論』においても，信用が利潤率の均等化

を媒介するというのは，基本的には次のような観点に立っていた。より多く

の超過利潤をめざす産業資本の運動は，その競争をとおして利潤率の均等化

をみちびく。ところがそれを妨げるのは固定資本の存在である。したがって

移動し易い貨幣資本が「資金となって銀行信用をつうじて，利潤率のヨリ低

い部門からヨリ高い部門:こ流れれば，資本の部門間移動と同様の効果をもっ

て，利潤率均等化の役割をおよぼし，資本の部門間移動のもつ均等化作用を

補足するであろうということは，だれでも通俗的に考えやすいことである。」

だが「この考えはまちがっている。Jそれは「次の三点から説明することが

できると思う。第ーに，銀行資本が産業資本に信用を与えるばあい，現状で

はともかく原理的には手形割引であり，したがって実際に資金の融通をうけ
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た者がいるのであるが，それが手形行為者のうちだれであるのか，はっきり

わからないばあいが多いということ。第二に，かりにはっきり資金の融通を

うけて，それによって充用資本の利潤率が低下したとしても，それはそのま

ま自己資本の利潤率低下にはつながらないということ。そして第三には，利

潤率のヨリ低い部門の資本が，資金を銀行信用をつうじて流出させることに

よって，利潤率を高めることにはならないということ，である。J(r商業信
用J203頁〉

銀行信用による利潤率均等化の促進にかんするこの三つの誤解はさらに具

体的に次のように説明される。第ーについては， Iいまかりに， Aに商品を

売ったBが為替手形を振出し， Cから商品を買い， Cがそれを銀行資本のも

とで割ヲ|かせるとする。このとき，銀行資本が提供した資金はいったいだれ

に与えられたのであるか。」それが不明だ，というのである。「一般的にはこ

の三者のうちとくにどれに多く資金が流れるということはなにもいえない。

それは， Aがとくに利潤率の高い部門に属L， Cがとくに利潤率の低い部門

に属し，そしてBが平均的部門に属するとしても，かわりはない。資金がこ

のようなときに，とくにAに多く流れるというようなことは，けっして論証

できないのである。J(同， 205頁〉という之とになる。第二点と第三点とは，

いわば同じ関係の裏面にすぎない。根本的には，信用を利用した「充用資本」

と「自己資本」は異なるから， I充用資本Jに対する利潤率が増減しても，

それが直ちに「自己資本」に対する利潤率の増減を意味しないというにつき

る。第二点は，低利潤部門の資本から資金が流出しそれによって「機能資

本の利潤率が上昇するとしても，それがそのまま〔自己資本〕の利潤率上昇

にはならない。」また「拡大再生産を考え」て， I利潤率の高い部門で蓄積

をさかんにおこない，全体がふくらむから相対的に低利潤の部門は縮小す

る。具体的には拡大再生産によって社会の需要が増大し，従来どおりの生産

量でも市場価格が上昇し利潤率が高まるといえる。」これは「すじが通っ

た解釈」だが，これでは利潤論で、固定資本の問題を考えたのを「利子論の舞

台にうつしたことで何のプラスもJないというのである。第三点としてはp
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逆に高利潤部門の資本が銀行信用を利用した場合も，その「利潤率の変化は

分母は自己資本とし、う不変のままで，分子に充用資本の利潤マイナス外部資

金の利子，したがって自己資本の利潤に外部資金が資本としてあげた利潤マ

イナス利子がつけ加わる」のだから， r商品の市場価格の低下による充用資
本の利潤率の低下を考えにいれ」れば， r利潤率は低下することより上昇す
ることの方が多いのではあるまいか」という。かくてその結語として「銀

行信用の利用，生産の拡大から利潤率低下を結論するのは，充用資本の利潤

率と自己資本の利潤率とのちがいもわきまえない幼稚な推論にすぎない」

(同， 203~ 5頁〉というのである。

だが銀行信用によって利潤率の均等化が媒介されるというのは，果してそ

れほど「幼稚な推論にすぎない」のであろうか。われわれは以上の日高氏の

批判に対しては，なおこの「幼稚な推論」を擁護したいと考える。氏のあげ

られた三つの論点について，その順序をおいつつ反論を展開したい。

まず第一点について。 日高氏のいわれるように， rAに商品を売ったBが

為替手形を振出L， Cから商品を買い， cがそれを銀行資本のもとで割引か
せ」た場合， r銀行資本が提供した資金」は直接的にはCがうけとるが，返
済はAがするのであり，かつBとA，CとBとの信用売りのさいすでに利子

部分が考慮されているとともあるのだから，結局この資金によってうける利

益は「三者ともそれぞれ複雑な割合で分担するであろう」と考えざるをえな

いことは当然である。しかしそのことは，利潤率の低い部面から利潤率の高

い部面へと銀行信用をとおして社会的貨幣資本が流れるということ自体を否

定する理由になるのだろうか。そうはならなし、。両者はまったく別の事柄で

ある。いま景気循環を捨象して一般的!と考えると一一景気循環を考えても運

動が増幅されて現われるにすぎないから，これを無視するのであるが一一一，

高利潤の部面というのは資本循環が円滑に進行し低利潤の部面というのは

それが円滑でないという点で具体的にしめされよう。そうすると BとAとの

間で商業信用がむすばれるということ自体， Aの資本の循環が円滑である場

合にその可能性が高く，そうでない場合困難なので、ある。 BとCとの信用関
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係でも同じことがいえ， Cが銀行に手形割引を依頼した場合も，銀行は，A・

B ・Cそれぞれの信用度の強弱，つまりそれらの資本循環の円滑さ，結局利

潤率の動向を考慮しながら銀行信用を与えることの可否を決定するのであ

る。つまりAの利潤率が低く，資本循環が停滞的であるとすれば，もともと

商業信用が与えられる可能性が低く，たとえ与えられたとしてもその手形が

裏書譲渡される機会も少なし銀行も結局そういう手形を割引くよりも，支

払人も裏書人も円滑に循環する資本一一つまり高利潤部面の資本一ーをもっ

ているという手形を割引く方をえらぶということは当然で、あろう。

日高民のあげられた IAがとくに利潤率の高い部門に属し， Cがとくに利

潤率の低い部門に属しそしてBが平均的部門に属する」という例も多少特

殊ではあるが考慮しても一向さしっかえない。ただその場合はA・B.Cと

もに高利潤部面に属する場合よりも銀行信用を受け難く， A・B・Cともに

低利潤部面に属する場合よりも銀行信用を受け易いというだけのことであ

る。だから信用が非常に逼迫しているさいには，裏書人の信用力の弱さを理

由に銀行信用が拒否されるかもしれないし(勿論裏書人の信用力が強かった

時には受けいれられたかもしれないにも拘らず)，信用が緩慢なさいには，そ

れは問題にならず，支払人の信用力の強さを理、由にきわめて容易に信用が与

えられるということになるかもしれない。それを考慮したところで，結局全

体として，常に，低利潤部面の資本よりも高利潤部面の資本の方が商業信用

も，さらにまた銀行信用もえ易く，この信用機構をとおして，社会的遊休貨

幣資本は高利潤部面の方へより多く流れるということは，必然的な傾向とし

て把握されうるであろう。

第一点がこうして解かれれば，第二・三点の解決は比較的容易で、ある。日

高氏の批判はこうであった。「利潤率の低い部門の資本が部門間移動によっ

て全体として少なくなるのならば，生産量が減少し，商品の市場価格の上昇

から利潤率の上昇まで到達しそうなものであるが，そうはいかない。機能資

本の利潤率が上昇するとしても，それがそのまま利潤率の上昇にはならない

のである。Jまた拡大再生産を考えたとしても「利潤論で部門間移動を論ず
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るとき固定資本の障害にたいして考えられた解決とまったく同じものであ

り，……何の補足にもなりえなかった。……銀行信用によって促進された蓄

積が利潤率低下をみちびくのならば」補足たりうるが，必ずしも低下せしめ

ないのだから，一義的にそうはいえない，というわけである。

だがこの考え方には，原論における利潤率の均等化の問題の処理にかんす

る基本的な誤解が含まれているように思われる。『資本論』も，宇野『原論』

も，資本主義社会では資本は自由に移動し，平均利潤が形成されねばならぬ

が，固定資本がそれを妨げるから，それを銀行信用によって解決する，とい

っているわけで、はなし、。つまり信用論では， ~個別資本はそのままで資金だ

けを動かす」と想定しているのではないし，またそう想定しうるとしている

のでもない。利潤論では，信用関係や商業資本を捨象して，産業資本と産業

資本との関係だけで利潤率の均等化機構を明らかにした。基本的には，より

多くの利潤を求めて移動する資本の運動によって，さらに具体的には高利潤

部面での資本蓄積の増進によって，これは解決されるとするのである。信用

関係や産業資本の介入を捨象して利潤率の均等化を扱ったという点では確か

になお抽象的考察といえるが，しかしこの抽象は，資本家的生産様式の客観

的運動機構にそくしすこ抽象であった。いう意味は，利潤率の均等化の運動

は，現実に産業資本の移動と蓄積をとおして解決されるのであって，信用も

商業資本も結局この機構を基礎とし前提としつつ，この均等化運動を補足す

るにすぎないということである。産業資本自身の運動によって終局的には利

潤率の均等化は達成されるしまたそうでなくては資本家的生産様式が特殊

歴史的生産様式として確立したとはいえない。しかしその運動は実際には国

定資本の存在を基礎としたさまざまな具体的条件によってその円滑な達成を

妨げられるのであり，信用や商業資本の介入はこれを克服する補足的手段

をなすというので、ある。この点は日高氏にあっても，鈴木『原理論』の「均

等化の物神性」への批判において自覚されていた筈で、あった。 ζの『原理論』

においては，資本は利潤率の均等化を要請しながら，資本移動では解決でき

ず，また信用でも商業資本でも解決できず，さらに株式会社形態によって形
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式的:こは解決しながら，実質的には解決しえず，結局『原理論』では最終的

に解決しえないものとして，ここに資本主義社会の歴史的限界を認めるとと

になっていた。 日高氏の言葉にしたがえば， r利潤率均等化は永遠に見果て
ぬ夢」にすぎないとするかかる思考は「資本主義についての根本的な誤解か

らでてきているものJcr商業信用.]201~2頁〉とせざるをえないのである。

この日高氏の批判は正しい。だがかかる批判的観点に立っかぎり，低利潤部

門の「個別資本はそのままで資金だけを動かす」などという想定はでてきえ

ないはずである。

低利率部門から高利率部門へ資本は移動する，さらに前者では蓄積が衰退

し，後者では蓄積が増大する。これをとおして利潤率の均等化運動は進行し

ている。だがこれは勿論，瞬間的に実現されるものではなく，相当の時間的

経過のうちに進行する過程で、ある。利潤率の較差，低利潤部門での減価償却

の進捗度，さらに景気循環の動向などさまざまな条件によってこの過程の進

行は規定され，個別的資本にとってはさらに無数の具体的条件が作用するこ

とになろう。信用は，この産業資本自身の移動による利潤率の均等化運動を

前提としつつ，さらにそのうえにたってこの進行を促進せしめる役割を果す

のである。この均等化の進行過程における一定の時点においては，日高氏の

あげられたような，信用の利用によって高利潤部門はさらに利潤率が上昇し，

低利潤部門ではより利潤率が下落するとし寸場合も発生しうる。だがそれは

この過程を貫く永続的な傾向たりえない。このような傾向が続くかぎり，結

局低利潤部門から高利潤部門への利潤の流動が促され，高利潤部門における

資本蓄積の急速な増大と低利潤部門における急速な蓄積の停滞を招き，部分

的には破産する企業の出現もみるであろう。つまり結果するのは高利潤部門

の利潤増大，低利潤部門の利潤減少，前者における商品生産の増加・価格の

下落・利潤率の下落，後者における逆の現象，ということになる。そしてこ

の進行過程広おいて，信用は高利潤部門により多く利用され，低利潤部門で

はむしろ現実資本の遊休貨幣資本化をとおして，前者における生産過程の拡

大と後者におけるその縮小とが促進されるのである。日高氏は「利潤はふつ
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う利子より大きい」ということを当然の前提として，その考察をすすめてお

られるのであるが，そして一般的にはそういって少しもかまわないのである

が，この利潤率の均等化過程における信用の役割の考察においては，必ずしも

そうはいえない。利潤率が著しく低落し利子よりも小さくなり，そこでは

現実資本をできるかぎり縮小して銀行預金を多くし利子だけでも稼ぐこと

が，利潤率の低落をくいとめる唯一の手段たる場合も発生しうるのである。

これは勿論現実資本としての社会的存在意義を否定されているのであって，

根本的には急速な現実資本の整理と投下部面の転換によって解決されねばな

らず，それに失敗すれば完全に資本たりえなくなる。要するに利潤率の均等

化を媒介する信用の役割を考察するにさいしては，利潤率の相違によって産

業資本が移動し，さらに蓄積過程をとおして現実に利潤率の均等化が実現さ

れつつあることを前提として，社会的貨幣資本の低利潤部面から高利潤部面

への流入はその過程を回転の促進によって補足するものとしてとらえられね

ばならない。日高氏の主張の誤りは，まず氏の「推論」が「個別資本はその

ままで資金だけを動かす」という前提に立っていたことに由来しさらにそ

の場合，信用の利用によって，高利潤部面の利潤率がより高くなり，低利潤

部面の資本の利潤率がより低くなるという特殊な局面を固定化して，それ以

上の「推論」をうちきられたことに由来する。かかる前提が誤りであるとと

もに，氏のあげられた例解は，利潤率の変動によってみちびかれる資本の運

動過程においてまったく発生しえない場合ではないとしても，けっしてそれ

が終局的な資本の運動傾向を示すものではないという点が忘れきられていた

のである。

6. む す び

一一ー資本家的生産における信用の役割一一

利潤率の均等化を媒介する信用の役割を基的本に否定した日高氏の所説の

誤りは，実は根本的にはさらにさかのぼって，民における利潤率の均等化:こ

対する理解自体にその原因をもっていた。最後にこの点を考察して，本稿の
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結論にかえたい。

氏は一方で、，固定資本の存在が障害をなすにもかかわらず，またそれによ

って「その移動が何年先になるかはベつとして，いずれにせよ早晩移動する

傾向があるということが，利潤率の均等化を法則たらしめるのであるjとさ

れながら，他方では「それにもかかわらず，ヨリ具体的にどのようにしてこ

の法則が実現されるかが明らかにされなければならない」として， r利潤率
均等化の障害となるものは，具体的には利潤率の低い部門の固定資本の存在

であるq そしてこの障害が解決されるばあいが二つあるo 一つは固定資本が

全部償却されるか，あるいは償却されていないにしてもいわゆるく道徳的磨

損>によって価値的に破壊されるばあいであり 〔第一の場合)， 他は利潤率

の低い部門の利潤が縮小しないにしても，全体が拡張されるために相対的に

小さくなるばあい〔第二の場合〕であろうJ(~商業信用j 194~5頁〉という

のである。

この前段の主張は基本的に正しい。しかし「それにもかかわらず」以下の

「具体的」な想定は，この主張の内容を実質的に否定するものといわなけれ

ばならない。何故か。日高氏は自己の主張内容を「景気循環の全過程をつう

じて二度にわたって均等化の傾向が作用するのが，利潤率均等化の法則が具

体的に貫徹するすがたなのであるJ(同， 196頁〉と要約しておられる。しか

しこのような把握にたっかぎり利潤率の均等化の傾向は，この景気循環の過

程における二つの段階的局面以外には作用しないと考えていることになろ

う。これが誤りなのである。利潤率均等化の法則は，景気の局面いかんをと

わず常に作用しつづけているものとしなくてはならなし、。というのは，利潤

率均等化の法則というのは，より具体的に表現すれば，より多くの利潤をめ

ざして資本が移動する自由が保障されているということである。そして固定

資本がこの移動を妨げたところで，日高氏のいわれるように「いずれにせよ

早晩移動する」ものとしなければならないのである。氏は残念ながらこの正

しい根本的観点を貫きとおすことに失敗された。民はこの把握をより具体化

すれば，不況期〔第一の場合〕と末期をのぞく好況期〔第二の場合〕の二つ
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の場合にのみ，この法則が作用することだとされたのであるが，これは決し

てさきの基本的把握の具体化ではない。わかり易い例をとれば，氏が均等化

の実現する場合から除かれた恐慌期においても，この法則は作用している。

恐慌期には多くの資本が破産し，整理されるが，その場合でも利潤率の低い

資本の方が多く没落し，利潤率の高い資本の方が生き残るはずである。好況;

末期には「投機などの原因によってかえって利潤率が不均等化する傾向が生

ずるJ(同， 196頁〉とされているが，しかし投機が激しくなったとしても，

いま他の条件を捨象し利潤率についてだけ考えれば，当然利潤率のより高い

部面に投機は殺倒し，利潤率の低い部面はさけるはずで、あるoつまり日高氏

のあげられる不況期と末期をのぞく好況期はいわずもがな，景気循環のあら

ゆる段階的局面において，利潤率に差のあるかぎり一一ーそして差のあるのは

当然であるが一一高利率部面にはより多くの資本がひきょせられ，低利潤部，

面にはより少い資本がひきょせられるとしなければならなし、。

実際日高氏自身またとういっておられた。「もしこの利潤率均等化の法則

に利潤論の以後に補足的な説明を加えるとしたら，均等化に障害があるから

補足が必要になるからでなしに，均等化法則は法則としてすでに確立してお

り，法則そのものに何ら補足する必要はないJ(同頁〉と。この観点に立っ

かぎり，均等化の法則は信用や商業資本を説く以前に，産業資本と産業資本

との直接的関連，つまり部門間移動による生産価格の成立において十全に解一

明されているとしなければならないであろうoそして『資本論』における理

論的展開は，客観的な資本主義的経済過程の理論的反映にほかならぬのだか

ら，利潤率の均等化の機構は産業資本自身において現実的に確立しており，

信用関係に媒介されつつ景気循環過程として進行する蓄積の過程では，この

基本的関係が，回転の促進をとおしてより円滑に推進されるにすぎないとし

なければならない。つまりつづけて日高氏が「法則そのものに何ら補足する

必要はないが，ただその具体的な実現過程は景気循環過程にほかならない」

といわれる時，一見法則の抽象的な把握とその具体的な発現形態という表現

形式をとりながら，実は内容的には相互に背馳する見解を主張しているので
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ある。何故なら，利潤率の均等化傾向が，その「具体的な実現過程」におい

て，民のいわれるように「不況期と末期をのぞく好況期」の「二固にわたっ

て……作用する」にすぎないとしたら，そして「好況末期」や恐慌期におい

て，それは作用せず，むしろ「かえって利潤率が不均等化する傾向が生ずる」

としたら，との景気循環の全段階をとおして，結局利潤率が均等化する傾向

が貫かれるかどうかは，不確定となってしまう以外にないからである。ある

場合には利潤率の均等化の傾向があるが，他の場合には不均等化の傾向が

ある。そして信用の利用を考慮しでも，低利潤部面ではそれによってより利

潤率は低下し，高利潤部面ではむしろより利潤率は「上昇することの方が多

い」とすれば，資本家的再生産過程全体を貫く利潤率の運動傾向を，一義的

に規定することは困難だ，という結論にみちびかれる以外にないで、あろう。

すなわち日高民の主張にもとづいて，その論理をおしすすめるかぎり，結局

利潤率の均等化傾向を法則として確認することはできない，というおそらく

氏の意図せざる帰結をみることになるのである。

この誤りはどこから生じたのだろうか。利潤率均等化法則と信用との基本

的関係は， 日高氏によって次のように理解されていた。「利潤率均等化とは

資本主義の原理にとってどうし寸意味をもつか，さらには利子論を銀行資

本，商業資本をあっかう部分と景気循環にわけたばあい，この二部分は原理

論においてどういう主題をもっているかを考えてみるとJ，利潤率均等化の

「法則は実体を処理するためのものであって，資本主義が実体を処理すると

いうことをはなれでこの法則は意味がないし，実体との関係を無視して，こ

の法則を明らかにすることはできない。」そしていま「利子論を，銀行資本，

商業資本の部分と景気循環の部分にわけたばあい，後者は，商品経済が実体

をつかみ，したがって資本主義が社会として存立しうることを，最終的に論

証する」のであるが，前者は「個別資本の非実体的な流通過程」に対し「資

本主義的な処理jを与える部分であって，それゆえ「ここで均等化法則がか

えりみられなければならない理由はまったく存在LないJ(同， 207~ 8頁)，

むしろとの部分で均等化法則を考えるのは誤りあるというのである。



信用論の構造(前承〉 降旗 19 (83) 

さてここには幾つかの誤った考え方が錯綜してあらわれている。利潤率均

等化の法則が成立するのは，資本家的商品経済がその特殊な形態によって経

済原則を実現するということを根拠とするという点は無論正しし、。それゆえ

に，この法則は，産業資本と産業資本との関係をとおして直接に明らかにさ

れうるのであって，産業資本家同土の関係ではその要請は提出されても解決

は与えられないから信用論以下の考察にゆだねられる cr原理論j)というの
でもなければ，産業本資家同士の関係では抽象的に把握して，その具体的な

解決の機構は景気循環論で扱う，というのでもない。銀行資本や商業資本の

展開においても，景気循環論においても，利潤率均等化の機構の確立一一つ

まり産業資本のより多くの利潤をめざす自由な資本移動の実現ーーを前提と

して，さらにその運動を，遊休貨幣資本の相互利用による回転の促進をもっ

て補足するというにとどまる。そしてその点にかんしては，日高氏の主張と

は逆に，信用による利潤率均等化運動の促進は，銀行資本・商業資本の理論

的展開においてあらわれるのであって，景気循環論においては直接問題とな

らない。商業信用ないし銀行信用も，さらに商業資本も，その運動によって

利潤率の高い部面の資本の回転を促進し利潤率の低い部面ではそれらの機

構は利用し難い。それが，産業資本自身の資本移動のもたらすのと同じ効果

を，利潤率の運動に与えるのである。これに対し景気循環論は，景気循環

過程における利潤率に対する利子率の運動の意義を明らかにするのであっ

て，銀行資本・商業資本論のいわば横の関係に対する時間的な縦の関連を明

らかにするのである。利潤率の均等化運動とは，いうまでもなく資本と資本

との横の関係である。景気循環論は，根本的には資本と賃労働との関係，現

実的にはそれによって規定されてあらわれる資本蓄積の進行にともなう利潤

率の変動の関係，その具体的表現としての利子率と利潤率との景気循環の各

段階局面における相互的規制関係を明らかにするのであって，ここでは利潤

率の均等化の問題が扱われえないのはむしろ当然で、ある。もちろんその運動

の背後ないし根底には利潤率の均等化運動が存在するのは当然であるが，そ

れは景気循環の諸局面においてその作用力を変えつつ循環過程を規制すると
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いうものではない。その意味で，日高氏の利潤率の均等化の法則と信用機構

ないし景気循環との関係の把握は，まさに顛倒しているといわねばならない

であろう。かかる把握にたって，さらに具体的に展開された氏の『銀行資本

の理論』に対しては，したがってますます多くの疑念をわれわれは抱かざる

をえないが，それはいずれ機会をみて詳論したいと考える。


